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１ 地球温暖化・気候変動の現状
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地球温暖化の現状

■温室効果ガスの中で一番多いのは二酸化炭素（CO2）。経済活動等を通じたCO2排出量
の急増が地球温暖化の主因とされている。
■気候政策を導入しない場合、2100年の地球の平均気温は5.7℃の上昇が予測されている。

【出典】JCCCAウェブサイト「温室効果ガス世界資料センター」より 【出典】JCCCAウェブサイト「ICPP第6次評価報告書」より 3



気候変動の現状

【出典】JCCCAウェブサイト「気象庁「日本の平均気温偏差の経年変化」」より

■最高気温が35℃以上の猛暑日が
増加し、熱中症による年間死亡者
も増加
■大雨や台風による激甚な風水害
リスクも増加

【出典】秋田県「７月１４日からの大雨に係る秋田県災
害対策本部会議（第５回）」資料から抜粋

R5.7.14秋田県内の大雨被害の状況
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岩手県世界

2050年カーボンニュートラル表
明。東北では初

いわて気候非常事態宣言

第２次岩手県地球温暖化対策実
行計画策定

実行計画改定
温室効果ガス削減目標見直し

➢温室効果ガス排出削減割合
（2013年度比）▲57％ 2030
➢再生可能エネルギー電力自給
率66％ 2030

世界の潮流は脱炭素化に向かっている

2020年10月

2021年４月

2021年６月

2021年10月

2022年４月

2023年２月

日本

2050年カーボンニュートラル宣言

2013年度比46％削減を表明

・グリーン成長戦略改訂
・地域脱炭素ロードマップ発表

・パリ協定に基づく成長戦略とし
ての長期戦略
・第６次エネルギー基本計画
・気候変動適応計画改定

・改正地球温暖化対策推進法施行

・ＧＸ実現に向けた基本方針

2019年11月

2021年２月

2021年３月

2023年３月

パリ協定採択
➢世界的な平均気温上昇を工業
化以前に比べて2℃より十分低く
保つとともに、1.5℃に抑える努
力を追求
➢2050年脱炭素カーボンニュー
トラルの実現

持続可能な開発のための2030ア
ジェンダ採択
➢持続可能な開発(SDGs)

COP26
➢1.5℃目標に向かって世界が努
力することを正式に合意

2015年12月

2021年11月

2015年
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住宅等の省エネ化、省エネ性能の高い設備・
機器の導入促進、エネルギーの効率的使用促
進

自給率:18.1% 自給率:18.6%

自給率：38.6％

自給率:66%
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第2次岩手県地球温暖化対策実行計画 ［2023年3月改訂版］ 概要
第１章 計画の基本的事項

第２章 本県の地域特性

第５章 計画の目標
■目指す姿

第７章 気候変動への適応策

■ 自然的、社会的特性： 広大な県土…世帯当たりの自家用車保
有台数全国17位…次世代自動車導入低水準、 年平均気温低…
世帯光熱費高水準…高効率な省エネルギー機器所有低水準
■ 地域資源
風力、地熱は全国的にも賦存量に恵まれた地域
推定利用可能量：風力2位 （209億kWh）、地熱２位（11億kWh）

2019年11月 本県の次期環境基本計画の長期目標として
「温室効果ガス排出量2050年実質ゼロ」を掲げる旨表明

2021年2月 いわて気候非常事態宣言
2021年3月 「第２次岩手県地球温暖化対策実行計画」策定
2021年5月 地球温暖化対策推進法が改訂され、2050年カー

ボンニュートラル宣言が基本理念として位置付け
2021年10月 国の地球温暖化対策計画の目標として、2030年

度の温室効果ガス46％減（2013年度比）が決定

↓

これらの動きに加え、①再生可能エネルギーに関する本県のポテ
ンシャルが高いこと、②昨今の物価高騰に伴って企業・県民の省エ
ネルギーに対する関心が高まっていることなどを踏まえ、温室効果
ガスの削減割合の目標引上げを含め、2023年3月に「第２次岩
手県地球温暖化対策実行計画」を改訂

◆計画期間：令和３(2021)年度～令和12(2030)年度

温室効果ガスの増加に伴う気温上昇による気候変動･気象災害が顕
著であり、温室効果ガス排出量の削減は喫緊の課題
世界の気候が非常事態に直面しているという認識の下、202１年２月
「いわて気候非常事態宣言」を発出

■日本の年平均気温偏差 世界平均気温
100年当たり0.73℃の割合

で上昇
日本平均気温

100年当たり1.28℃の割合
で上昇
岩手県

100年当たり1.8℃（盛
岡）0.7℃（宮古）2.4℃
（大船渡）の割合で上昇

■温室効果ガス排出量の推移

■目標

省エネルギーと再生可能エネルギーで実現する豊かな生活と持続可能な脱炭素社会

第６章 目標の達成に向けた対策・施策

▻ 各主体の自主的な取組の促進 ▻地域特性を生かした取組 ▻地域経済や生活等の向上 ▻グリーントランスフォーメーション推進 ▻SDGｓ

省エネルギー対策の推進 再生可能エネルギーの導入促進 多様な手法による地球温暖化対策の推進

【2030年度】 温室効果ガス排出削減割合（2013年度比）57％ 再生可能エネルギー電力自給率 66％、森林吸収量1,416千ﾄﾝ

第３章 地球温暖化の現状と課題

■ 気候の現状と将来予測
100年で1.8℃上昇、10年当たり夏日1.6日増(盛岡) 、冬日2.4日減(盛岡) 、大雨

頻度増

環境変化に対応した果樹の新品目の導入

■県の役割
県内の地球温暖化対策の総合的な実施
市町村、事業者等の取組の支援

■市町村の役割
区域の地球温暖化対策の総合的な実施

■県民の役割
日常生活における省エネ活動の取組
環境に配慮した消費生活の実践

■事業者の役割
環境負荷の少ない製品の製造・開発
事業所における温室効果ガス排出の抑制

■教育機関等の役割
地球温暖化等に関する学ぶ機会の提供

計画の推進

県内各組織、団体との連携・協働を
強化し、全県的に各種施策を展開
▻ 「温暖化防止いわて県民会議」を中核と
した連携・協働体制の強化

▻ 再エネの促進区域の設定や脱炭素先行
地域の提案等を担う県内市町村との連
携体制構築に向けた「県市町村ＧＸ推進
会議」の創設

▻ 「岩手県地球温暖化対策推進本部」に
おける計画の推進、進行管理体制の強化

▲57％

※排出量実質ゼロ ： 排出量から森林吸収量等を差し引いて、合計を実質的にゼロにす
ること。

▲6,774 ▲47％ ▲32%

うち、再エネ導入 ▲1,040 ▲７％ ▲7%

▲1,416 ▲10％ ▲9%

▲8,189 ▲57％ ▲41%

森林吸収

（参考）
現行計画

合計

目標値

削減割合

 削減対策等

削減量
(千t-CO2)
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導入量拡大、関連産業への参入支援、地域
環境への配慮

家庭における省エネルギー化

産業・業務における省エネルギー化

運輸における省エネルギー化

温室効果ガス吸収源対策

廃棄物・フロン類等対策

基盤的施策の推進

業務活動の省エネ化、施設・設備の省エネ化、
再エネの導入、再エネ電力使用の推進

県の率先的取組

県の事務事業における温室効果ガス排出削減
割合（2013年度比）60％

66％

第４章 温室効果ガス排出量等の現況と将来予測 第8章 各主体の役割と計画の推進

着実な事業化と地域に根ざした再生可能
エネルギーの導入

自立・分散型（地産地消）エネルギーシス
テムの構築

水素の利活用推進

目
標

■温室効果ガス削減目標 ■温室効果ガス削減量 ■再エネ電力自給率

省エネ性能の高い設備・機器や再エネ設備
の導入促進、環境経営等の促進

公共交通の利用促進、次世代自動車普及促
進、物流の環境負荷低減

エネルギーの地産地消の推進、環境付加価
値の活用

調査研究・実証事業、水素関連製品導入支援

持続可能な森林整備、ブルーカーボンの推進

廃棄物の発生抑制・リサイクル、フロン類排出
抑制

県民運動、分野横断的施策、県の率先的取組、
環境学習

降雨量の増加等を考慮した治水計画の検討

農林水産業

自然災害

基盤的施策の推進

熱中症予防の普及啓発と注意喚起 等

健康

■ 適応策

▻ 地域気候変動適応センター
の設置

▻ 県民理解の促進
▻ 国・大学・研究機関等との連
携による情報収集・提供等

6
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岩手県の温室効果ガス排出量の現況

温室効果ガス排出量の推移（岩手県）
2013年度比

8.7％削減
※森林吸収量を含めると
21.9％削減
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今後の議論の展開に向けた基本的な問いかけ

１．家庭

例えば

○ 将来世代が住み続けたいと思える住宅ストックはどのようなものか？

［参考データ］県内の新築戸建注文住宅（持家）のうちZEHシリーズの割合 20.5％（R3）

○ 家庭ゴミ削減のためのインセンティブにはどのようなものがあるか？

［参考データ］県内で家庭系可燃ごみを有料化している市町村の割合 3.1％（H30）

２．職場

例えば

○ 将来世代が働きたいと思える企業等はどのようなものか？

［参考データ］いわて脱炭素化経営企業等の認定数 253（R5.7末時点）

３．地域

例えば

○ 自治体の各種政策は脱炭素社会の実現に向けてシフトできているか？

［参考データ］環境に有害な補助金が世界で年間計7兆ドル超と世界銀行が試算（R5.6）

家庭・職場・地域において、将来世代が住み続けたいと思える地域社会はどのような
ものか？（特に脱炭素に向けた視点から）
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２ 暮らし（家庭・住宅）
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岩手県の二酸化炭素排出量の現況（部門別）

国と県における二酸化炭素排出量の部門別割合（2019年度）
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図18 温室効果ガス排出量と削減目標量

岩手県の脱炭素に向けた今後のシナリオ
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住宅の省エネ意識に関する調査

【出典】2023.6.5アットホーム㈱「省エネ意識に関する調査」
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そもそも、省エネ住宅とは？

【出典】環境省HP（https://ondankataisaku.env.go.jp/coolchoice/kaiteki/jyutaku/index.html）
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【出典】資源エネルギー庁／JCCCAウェブサイト（https://www.jccca.org/）より

そもそも、ZEHとは？
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都道府県別の着工割合（2021年度）

【新築戸建注文住宅（持家）】 【新築戸建建売住宅（分譲）】 【既存改修】

『ZEH』

（件）

Nearly ZEH

（件）

ZEH Oriented

（件）

ZEHシリーズ

の合計（件）

『ZEH』

（件）

Nearly ZEH

（件）

ZEH Oriented

（件）

ZEHシリーズ

の合計（件）

『ZEH』

（件）

Nearly ZEH

（件）

ZEH Oriented

（件）

ZEHシリーズ

の合計（件）

北海道 11,592 843 109 1,630 2,582 22.3% 北海道 3,223 16 17 237 270 8.4% 北海道 2 0 16 18

青森県 3,493 321 59 149 529 15.1% 青森県 666 7 5 11 23 3.5% 青森県 0 0 0 0

岩手県 3,550 529 195 3 727 20.5% 岩手県 624 21 4 0 25 4.0% 岩手県 0 0 0 0

宮城県 4,970 751 459 7 1,217 24.5% 宮城県 3,455 70 47 0 117 3.4% 宮城県 0 1 0 1

秋田県 2,607 199 56 159 414 15.9% 秋田県 444 1 1 16 18 4.1% 秋田県 0 0 0 0

山形県 2,863 269 144 226 639 22.3% 山形県 685 11 3 15 29 4.2% 山形県 1 0 0 1

福島県 5,242 861 363 38 1,262 24.1% 福島県 1,893 58 12 8 78 4.1% 福島県 0 1 0 1

茨城県 9,326 1,892 746 0 2,638 28.3% 茨城県 3,541 131 56 0 187 5.3% 茨城県 1 15 0 16

栃木県 6,201 1,336 477 0 1,813 29.2% 栃木県 2,366 50 38 0 88 3.7% 栃木県 0 1 0 1

群馬県 5,932 1,476 418 0 1,894 31.9% 群馬県 2,447 99 26 0 125 5.1% 群馬県 2 1 0 3

埼玉県 15,959 2,891 1,436 7 4,334 27.2% 埼玉県 14,481 77 69 0 146 1.0% 埼玉県 0 1 0 1

千葉県 13,503 2,597 1,188 10 3,795 28.1% 千葉県 11,018 64 89 0 153 1.4% 千葉県 0 2 0 2

東京都 15,762 1,480 1,306 242 3,028 19.2% 東京都 17,610 40 94 58 192 1.1% 東京都 1 4 0 5

神奈川県 14,777 2,391 1,207 60 3,658 24.8% 神奈川県 14,952 40 87 0 127 0.8% 神奈川県 0 6 0 6

新潟県 6,133 396 222 967 1,585 25.8% 新潟県 1,177 12 3 25 40 3.4% 新潟県 1 0 1 2

富山県 3,086 149 127 413 689 22.3% 富山県 532 4 2 4 10 1.9% 富山県 1 0 0 1

石川県 3,565 154 202 309 665 18.7% 石川県 731 7 7 5 19 2.6% 石川県 0 4 0 4

福井県 2,494 208 161 385 754 30.2% 福井県 454 8 15 16 39 8.6% 福井県 0 0 3 3

山梨県 2,935 618 206 0 824 28.1% 山梨県 540 68 7 0 75 13.9% 山梨県 0 0 0 0

長野県 7,200 1,278 665 39 1,982 27.5% 長野県 1,476 93 41 0 134 9.1% 長野県 0 0 0 0

岐阜県 6,028 1,244 334 18 1,596 26.5% 岐阜県 2,065 37 3 1 41 2.0% 岐阜県 0 0 0 0

静岡県 11,145 3,269 564 1 3,834 34.4% 静岡県 3,466 197 32 0 229 6.6% 静岡県 8 1 0 9

愛知県 19,060 4,663 1,915 12 6,590 34.6% 愛知県 12,529 144 147 2 293 2.3% 愛知県 1 0 0 1

三重県 5,213 1,312 433 0 1,745 33.5% 三重県 1,188 39 9 0 48 4.0% 三重県 0 0 0 0

滋賀県 4,496 967 270 26 1,263 28.1% 滋賀県 1,152 70 5 0 75 6.5% 滋賀県 0 2 0 2

京都府 4,548 726 322 7 1,055 23.2% 京都府 2,633 50 6 0 56 2.1% 京都府 0 2 0 2

大阪府 11,220 2,293 653 24 2,970 26.5% 大阪府 10,121 32 16 1 49 0.5% 大阪府 0 1 0 1

兵庫県 9,806 2,301 765 13 3,079 31.4% 兵庫県 5,527 203 51 0 254 4.6% 兵庫県 0 1 0 1

奈良県 2,830 726 239 1 966 34.1% 奈良県 1,405 12 9 0 21 1.5% 奈良県 2 0 0 2

和歌山県 2,822 554 97 0 651 23.1% 和歌山県 579 14 15 0 29 5.0% 和歌山県 0 0 0 0

鳥取県 1,649 192 101 12 305 18.5% 鳥取県 201 2 10 0 12 6.0% 鳥取県 0 0 0 0

島根県 1,542 181 64 2 247 16.0% 島根県 133 3 15 0 18 13.5% 島根県 0 0 0 0

岡山県 5,460 1,109 375 2 1,486 27.2% 岡山県 1,537 37 2 0 39 2.5% 岡山県 0 1 0 1

広島県 5,342 1,172 380 0 1,552 29.1% 広島県 3,195 77 23 0 100 3.1% 広島県 0 1 0 1

山口県 3,434 1,021 273 0 1,294 37.7% 山口県 940 26 8 0 34 3.6% 山口県 0 0 0 0

徳島県 1,926 472 95 0 567 29.4% 徳島県 301 12 1 0 13 4.3% 徳島県 1 0 0 1

香川県 2,956 607 118 0 725 24.5% 香川県 556 10 2 0 12 2.2% 香川県 0 0 0 0

愛媛県 3,631 696 101 1 798 22.0% 愛媛県 662 24 5 0 29 4.4% 愛媛県 0 0 0 0

高知県 1,520 235 49 0 284 18.7% 高知県 411 1 0 0 1 0.2% 高知県 0 0 0 0

福岡県 9,765 2,213 862 1 3,076 31.5% 福岡県 6,011 111 38 0 149 2.5% 福岡県 6 1 0 7

佐賀県 2,316 429 93 0 522 22.5% 佐賀県 835 39 7 0 46 5.5% 佐賀県 0 0 0 0

長崎県 2,807 624 67 0 691 24.6% 長崎県 439 45 2 0 47 10.7% 長崎県 1 0 0 1

熊本県 5,633 946 169 0 1,115 19.8% 熊本県 1,755 54 12 0 66 3.8% 熊本県 0 0 0 0

大分県 2,735 619 166 0 785 28.7% 大分県 811 53 8 0 61 7.5% 大分県 0 0 0 0

宮崎県 3,022 663 102 0 765 25.3% 宮崎県 846 80 2 0 82 9.7% 宮崎県 0 1 0 1

鹿児島県 4,617 997 86 0 1,083 23.5% 鹿児島県 1,205 44 1 0 45 3.7% 鹿児島県 0 0 0 0

沖縄県 2,422 59 23 0 82 3.4% 沖縄県 1,306 2 1 0 3 0.2% 沖縄県 0 1 0 1

※着工統計は国土交通省「【住宅】利用関係別　構造別　建て方別　都道府県別　戸数（令和３年度）」より引用

ZEHシリーズ

の割合（％）
都道府県

ZEHシリーズ

の割合（％）

着工統計※

（件）
都道府県 都道府県

着工統計※

（件）

R3年度 ZEHビルダー/プランナー実績報告 都道府県ごとのZEHシリーズ受託数 実績データ（一般社団法人環境共創イニシアチブHPより ）

ZEHの普及状況

全国普及率は26.7％（新築注文住宅）
岩手県はあまり普及していない・・・
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省エネ住宅と健康の関係

16



省エネ性能を落とすと、「住宅貧乏」に・・・？

金銭的な余裕がないために、戸建て住宅の新築時にイニシャルコストを節約して省
エネ仕様を落とすケースがあります。そうなると住み始めてから冷暖房費が余計に掛
かるうえ、健康を損なって医療費も増大し、建て主はさらに貧しくなっていく可能性
があります。

約120m2の標準的な住宅であれば、イニシャルコストの差は30万円ほどに過ぎませ
ん。30年間のランニングコストを加味すると、省エネ仕様を落とした場合は270万円
ほど余計にかかることになります。金銭的に余裕がないためにイニシャルコストを節
約して省エネ仕様を落とした人が、さらに貧しくなっていく「住宅貧乏」の構図です。

【参考】2015.7.22日本経済新聞
「省エネ軽視で「住宅貧乏」30年で270万円のコスト差」から引用
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO88459310U5A620C1000000/

断熱リフォームの工事費は新築よりもコスト
が掛かってしまいます。省エネ性の向上は新築
時にきちんとやっておくことが望ましいね。

17
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【県内の事例】紫波町の取組

【写真】紫波型エコハウスサポー
トセンター

◀【出典】紫波町地球温暖化対策
実行計画（区域施策編）
2022～2030年度ダイジェスト版
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省エネ性能の優れた住宅（ZEH等）がこれから

普及していくためには？

岩手県の課題（暮らし）

岩手県でZEHなどの省エネ住宅を普
及するには、どうすればいいんだ
ろう？

どんな住まいが理想かな？

自由に話し合ってみましょう！

19



３ 仕事（事業者・産業）
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図18 温室効果ガス排出量と削減目標量

岩手県の脱炭素に向けた今後のシナリオ
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脱炭素社会の実現に向けたアクションのイメージ（事業者編）
➢エネルギーの有効利用や環境負荷のより少ない事業活動のためには、下図のようなステップが考えられる。
➢県としては、各段階において、課題解決に向けた補助や融資、認定制度の有効活用を促していきたい。
➢県民会議としては、事業者の脱炭素に向けて、CO2排出量の把握は全ての事業者にとって標準装備となると考えてお
り、これを前提とした補助・認定制度の情報共有や、率先した取組の実践を目指す。

（注）中小企業等のカーボンニュートラル支援策（経産省・環境省）、中小規模事業者のための脱炭素経営ハンドブック（環境省）を基に事務局作成
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Ｃ
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知る 把握する 実践する 活用する

いわて脱炭素経
営カルテの公表

いわて脱炭素
化経営等企業

認定

省エネ診断
の受診

金融機関・
商工団体等
に相談

排出量可視化
ツールの活用
（民間ｻｰﾋﾞｽ・
日商ｼｰﾄ等）

設
備
更
新
・
運
用
改
善
等

補助や融資
の活用

県民会議
の役割

セミナー参加
専門家活用

ツールの
共有

先行事例
共有

補助・融資
の共有

← 脱炭素化経営等認定制度・脱炭素経営カルテが活用可能 →

認定奨励
ﾒﾘｯﾄの共有

制度の共有先行事例
共有

手段（例）

岩手県環境の保全及び創造に関する条例
第５条 事業者は、物の製造、加工又は販売その他の事業活動を行うに当たって、資源の循環的な利用、エネルギーの有効利用等による環境への負荷の少ない事業活動に自ら努めるものとする。
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県外事業者の脱炭素の取組（先進事例）

【出典】R5.5関東経済産業局「カーボンニュートラルと地域企業の対応」 27



【出典】R5.5関東経済産業局「カーボンニュートラルと地域企業の対応」
28



以下の認定制度等を活用することで、光熱費・燃料費の削減だけでなく、①取引先の
拡大、②知名度・認知度の向上、③人材獲得力の強化といった脱炭素経営のメリットを
享受することが可能。

脱炭素経営の促進に向けた岩手県独自の取組

29



事業者がこれから脱炭素経営に取り組んでいくためには？

岩手県の課題（仕事）

学生のみなさんは、将来、どんな
ところで働いてみたい？

脱炭素経営に取り組むメリットを
知っていく必要があるね。

自由に話し合ってみましょう！

30



４ 行政
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【出典】R5.5関東経済産業局「カーボンニュートラルと地域企業の対応」

【県外の事例】北海道石狩市の企業誘致
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【出典】秋田県「秋田県の豊富な再エネポテンシャルを活かした再エネ工業団地での電力供給事業マスタープラン（概要）」

【県外の事例】秋田県の再エネ工業団地計画
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【出典】R2.6.17経済産業省「新型コロナウイルスの影響を踏まえた経済産業政策の在り方について」

国外の事例

2023年5月23日政府令
公布

フランス

37



世界銀行は、農業、漁業、化石燃料への、非効率で環境に悪影響を与える
補助金が年間７兆ドル（約１千兆円）以上が支払われ、気候変動への取組
を損なう結果となっているとの報告書を公表

世界銀行 環境に有害な補助金からのシフト

【世界銀行報告書】
Repurposing Environmentally Harmful Subsidies
（環境に有害な補助金からのシフト）

■世界は毎年、農業、漁業、化石燃料に対する非効率
で環境に悪影響を与える補助金に巨額の資金をつぎ込
んでいる。
■例えば、化石燃料の消費に関する補助金のほか、過
剰な肥料の使用促進、牛肉などの製品に対する補助金
など。

気候変動対策の資金がないと言われるが、これらの
補助金を振り向けられれば、最も差し迫った課題に
取り組める（幹部コメント）。

【出典】 世界銀行HP https://www.worldbank.org/en/topic/climatechange/publication/detox-development
38
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39

これからの県や市町村の支援策が

脱炭素化にシフトしていくためには？

岩手県の課題（行政）

行政の補助金の内容についても、
重要なんだね。

すべての政策に脱炭素の視点を
盛り込むことも大事かな。

39



～ 参 考 資 料 ～
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国の方針・動向

2050年カーボンニュートラル宣言（2020年10月）

○ 臨時国会において総理が「2050年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現
を目指す」ことを宣言

○ 産業政策・エネルギー政策の両面から成長が期待される14分野について、
あらゆる政策を総動員

○ 大胆な投資により産業構造や経済社会の変革を実現

グリーン成長戦略（2020年12月策定、2021年６月改訂）

地域脱炭素ロードマップ（2021年６月）

○ 温室効果ガス実質ゼロの道筋を示した「地域脱炭素ロードマップ」を発表
○ 地域脱炭素は、地域課題を解決し地域の魅力と質を向上させる地方創生に
貢献 ➢ 2025年までの集中期間に政策を総動員

○ 地球温暖化対策推進本部において、「2030年度に46％削減、さらに、50％
の高みに向けて挑戦」を表明

2030年度に2013年度比46％削減を表明（2021年4月）

パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略（2021年10月）

○ カーボンニュートラルに向けた基本的な考え方とビジョンを提示
➢ 温暖化対策は力強い成長を生み出す鍵
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国の方針・動向

改正地球温暖化対策推進法（2021年５月成立・2022年４月施行）

○ パリ協定・2050年カーボンニュートラル宣言等を踏まえた基本理念の新設
○ 地域の脱炭素化に貢献する事業を促進するための計画・認定制度の創設
○ 企業の脱炭素経営の促進（排出量情報のデジタル化・オープンデータ化等）

○ 2030年度に温室効果ガスを2013年度から46％削減、さらに50％の高みに向
けた挑戦との目標実現に向け計画を改定

地球温暖化対策計画改定（2021年10月）

○ 2050年カーボンニュートラルに向けた長期展望と、それを踏まえた2030年
に向けた政策対応により構成。今後のエネルギー政策の進むべき道筋を示す。

第６次エネルギー基本計画（2021年10月）

○ あらゆる関連施策に気候変動への適応を組み込む。

気候変動適応計画改定（2021年10月）

○ 徹底した省エネ、再エネの主力電源化等
○ GX経済移行債を活用した先行投資支援等

ＧＸ実現に向けた基本方針（2023年２月）
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県の方針・動向

いわて気候非常事態宣言（2021年２月）
○ 温室効果ガス排出量2050年実質ゼロの実現に向けて、県民と気候変動に対す
る危機意識を共有し、県実行計画に基づく温暖化対策に連携して取り組むこと
を表明するために非常事態宣言（2022年２月に１周年知事メッセージを発表）

温室効果ガス削減目標の見直し（2023年３月）

○ 国の温室効果ガスの新たな削減目標の設定に対応し、令和５年３月に実行計画を見直し
➢ 温室効果ガス排出削減割合（2013年度比）▲57％ 2030
➢ 再生可能エネルギー電力自給率66％ 2030

第２次岩手県地球温暖化対策実行計画策定（2021年３月）

○ 社会情勢の変化や国の動向、本県の温室効果ガス排出量の将来予測やエネル
ギー需給の見通しを踏まえた第２次実行計画を策定。
➢ 目指す姿「省エネルギーと再生可能エネルギーで実現する豊かな生活と持
続可能な脱炭素社会」

➢ 温室効果ガス排出削減割合（2013年度比）▲41％ 2030
➢ 再生可能エネルギー電力自給率65％ 2030

○ パリ協定の目標達成に向けて、地方自治体からメッセージを発信。パリ協定の目標達成に
地域から貢献。東北では初。

2050年度カーボンニュートラル表明（2019年11月）
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再生可能エネルギー電力自給率の目標

自給率:18.1% 自給率:18.6%

自給率：38.6％

自給率:66%
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自給率 ： 53.8%

自給率66％
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岩手県の二酸化炭素排出量の現況（家庭）
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エネルギー種別二酸化炭素排出量の推移【家庭部門】

■主な排出源は、家電等の使用による燃料消費と冬場の暖房等による灯油消費であり、
電力と灯油で家庭部門全体の約87％を占める。
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岩手県の二酸化炭素排出量の現況（産業）
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業種別二酸化炭素排出量の推移【産業部門】

■エネルギー使用機器（生産用設備、空調設備、エネルギー供給設備等）について、省
エネルギー性能の優れた設備への更新や、適切な管理及び効率的な運用を継続すること
が効果的。
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岩手県の二酸化炭素排出量の現況（業務）
エネルギー種別二酸化炭素排出量の推移【業務部門】

■排出量の約78％を占める電力は主に照明や空調に使われている。
■照明やエアコン等の設備を省エネ性能の優れた設備に更新することが効果的。
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岩手県の二酸化炭素排出量の現況（運輸）
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輸送種別二酸化炭素排出量の推移【運輸部門】

■自動車からの排出量が約96％
■次世代自動車への更新、自転車利用による自動車使用頻度の低減、電車やバス等の公
共交通の積極的利用によるエネルギー消費を抑える取組が効果的。
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再生可能エネルギーの現況
再生可能エネルギー(電気)の導入量 再生可能エネルギー(電気)の発電量

49



岩手県の森林吸収量の現況

森林吸収量の推移
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岩手県の具体的な取組（家庭の省エネ）

住宅の省エネルギー性能の向上を図るとともに、再生可能エネル
ギーの導入や、家庭で使用される機器のエネルギーの効率向上、自家
用自動車の次世代自動車への転換など、家庭における省エネルギー化
を促進

★「家庭のエコチェック 」等による家庭における取組の促進

・省エネルギー性能に優れた住宅に関する普及啓発

・一定の省エネルギー性能を備え、県産木材を活用した住宅の新築・

リフォーム経費の助成等による「岩手型住宅」の一層の普及促進

・ZEH基準を上回る省エネルギー性能の高い建築物の新築・改修、

設備の普及促進

・家電製品の省エネルギー性能等の情報提供による高効率な省エネ

家電の普及促進
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いわてわんこ節電所「家庭のエコチェック」の取組の促進
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自家用自動車への過度の依存を抑制するため、公共交通や自転車の
利用促進に取り組むとともに、交通安全施設の整備、二酸化炭素の排
出削減に資する道路交通流対策を推進
・省エネルギー性能等の情報提供により次世代自動車の普及を促進
・事業者の電動車の購入や充電設備等の整備に係る補助
・水素ステーション整備、FCV 購入等に係る補助
・宅配便の再配達抑制

岩手県の具体的な取組（産業・業務の省エネ）

各事業所の主体的な省エネルギー対策の一層の促進を図るとともに、
規制的手法や経済的手法も取り入れながら事業活動の省エネルギー化
を促進
・補助や低利融資制度等による省エネ設備・再エネ設備の導入支援
・省エネルギー診断、温室効果ガス排出量の可視化サービスの普及
・脱炭素化支援機構と連携した省エネルギー設備等の導入促進
・「いわて脱炭素化経営企業等認定制度（いわて地球環境にやさしい
事業所）」の認定

・環境負荷の軽減にも寄与するスマート農業技術の開発と普及推進

岩手県の具体的な取組（運輸の省エネ）
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事業者向け省エネルギー対策推進事業費

○事業概要

中小事業者等における地球温暖化対策の推進を図るため、既存の設備を高効率な
機器へ更新する費用の一部を補助するもの。

○補助対象事業者
• 中小企業者（中小企業基本法で規定される事業者）
• 年間のエネルギー使用量（原油換算）が1,500ｋL未満の事業所等の所有者

○対象設備
高効率空調機器、高機能換気設備、高効率照明機器、高効率給湯機器

○補助率、上限額
１/２

※事業者自ら又は外部に委託して、事業所等における排出量の算定を行っていること。

○受付期間
令和５年６月６日から令和６年１月31日

上限額
省エネ診断又は二酸化炭素排出量の算定※

なし あり

いわて脱炭素化経営企業
等認定（いわて地球環境
にやさしい事業所認定）

なし 上限額 200千円 上限額 300千円

あり 上限額 300千円 上限額 500千円

【補助関連】
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事業者向けＥＶ等導入事業費補助

○事業概要
事業者による再生可能エネルギー導入及び電気自動車等（EV等）の
導入に係る補助を行うもの。

○補助対象事業者
•中小企業者（中小企業基本法で規定される事業者）
•年間のエネルギー使用量（原油換算）が1,500kl未満の事業所等の所
有者

○対象設備
•①太陽光発電設備、②蓄電池、③EV（PHVを含む）、④充放電設備
•①～④の全てを整備すること（②～④は既存設備の活用も可）

【補助関連】
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事業者向けＥＶ等導入事業費補助

○補助率、上限額
①太陽光発電：50千円/kW ②蓄電池：最大63千円/kWh
③EV（PHV）：20千円/kWh ④充放電設備：1/2

※事業者自ら又は外部に委託して、事業所等における排出量の算定を行っていること。

○受付期間

令和５年６月14日から10月31日

上限額
省エネ診断または二酸化炭素排出量の算定

なし あり

いわて脱炭
素化経営企
業等認定

なし ①太陽光発電：500千円
②蓄電池：750千円
③EV：850千円、PHV：550千円
④充放電設備：750千円

①太陽光発電：600千円
②蓄電池：950千円
③EV：850千円、PHV：550千円
④充放電設備：950千円

あり ①太陽光発電：600千円
②蓄電池：950千円
③EV：850千円、PHV：550千円
④充放電設備：950千円

①太陽光発電：750千円
②蓄電池：1,250千円
③EV：850千円、PHV：550千円
④充放電設備：1,250千円

【補助関連】
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事業者向け自家消費型太陽光発電設備導入事業費補助

【補助関連】

○事業概要

産業・業務、運輸部門の温室効果ガス排出削減の取組を支援するため、
事業所や工場等への自家消費型太陽光発電設備の導入に要する経費を
補助するもの。

○補助対象事業者

県内に事業所や工場等を設置する事業者

○対象設備

自家消費型太陽光発電設備

○補助率、上限額

※ 中小企業者：中小企業基本法で規定される事業者

○受付期間

（１次公募）令和５年７月５日から21日

（申請状況に応じて追加募集も予定）

補助対象 補助率 上限額

中小企業者※ 定額：50千円/ｋW 50,000千円

中小企業の規模を超える者 定額：30千円/ｋW 30,000千円
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ＥＶ等普及促進事業費補助

○事業概要
運輸部門の脱炭素に向けた取組を促進するため、タクシー・バスのＥＶ、
ＰＨＶ等の導入に要する経費を補助するもの。

○補助対象事業者
一般乗合旅客自動車運送事業者、一般乗用旅客自動車運送事業者等（タク
シー・バス事業者等）

○対象設備
① 電気タクシー（ＥＶ）、プラグインハイブリッドタクシー（ＰＨＶ）
② 電気バス（ＥＶ）
③ 充放電設備（①に併せて導入する場合）

○補助率、上限額

○公募開始時期
令和５年７月５日から12月15日

補助対象 補助率 上限額

①EVタクシー(PHV) １/4 600千円（300千円）

②EVバス １/3 20,000千円

③充放電設備 １/4 375千円

【補助関連】
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水素モビリティ推進事業費補助

○事業概要
水素の利活用促進に向けて、水素ステーションの設置、燃料電池自動車
（ＦＣＶ）の導入に要する経費の補助等を行うもの。

○補助対象事業者
市町村、その他の法人、個人事業者等

○対象設備
•中規模水素ステーション
•燃料電池自動車（ＰＲ用ラッピングを含む。）
•補助率、上限額

○公募開始時期
水素ステーション：令和５年７月５日から12月15日
燃料電池自動車 ：令和５年７月（予定）

補助対象 補助率 上限額

水素ステーション １/6 45,000千円

燃料電池自動車 定額 1,000千円

【補助関連】
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岩手県再生可能エネルギー発電施設等立地促進資金貸付金

【再生可能エネルギー設備導入事業資金】

・貸付対象者
県内に事業所を有する中小企業者で、県内に再生可能エネルギー設備を導入する事業者

【省エネルギー設備導入事業資金】
・貸付対象者
「いわて地球環境にやさしい事業所」として、岩手県から認定を受けている事業者で、
県内に省エネルギー設備を導入する事業者

（中小企業信用保険法施行規則 別表第二の一に掲げる施設）

○申込先
県内の普通銀行、信用金庫及び株式会社商工組合中央金庫

資金使途 融資限度額 貸付期間(据置期間) 貸付利率 保証料率

設備資金
運転資金

２億８千万円以内
15年以内(２年)
10年以内(１年) ３年以内 年1.7％以内

３年超10年以内 年1.9％以内
10年超15年以内 年2.1％以内

0.45％～1.7％
(普通保証)

設備資金 ２億円以内 15年以内(２年)
1.05％
(エネルギー対策保証)

資金使途 融資限度額 貸付期間(据置期間) 貸付利率 保証料率

設備資金 ５千万以内 15年以内(２年)
３年以内 年1.7％以内
３年超10年以内 年1.9％以内
10年超15年以内 年2.1％以内

0.45%~1.7%

【補助関連】
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【出典】一般社団法人全国銀行協会「脱炭素経営に向けたはじめの一歩」
https://www.zenginkyo.or.jp/news/2023/n013001/ 63
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【参考】江戸時代は循環型かつ脱炭素志向の社会だった！？

※ 環境省及び学研科学創造研究所のウェブページより引用

人口が多ければごみ処理が問題になるのは、今も昔も変わりません。江戸時代、江戸のまちをはじ

めとする都市には多くの人が住んでいました。その分、ごみはたくさん出るはずですが、江戸時代
は多くのものを再利用する循環機能が働いていました。

たとえば、家々を回る紙ごみ専門の回収業者が古紙を買い取り、紙すきに再利用しました。また、

炊事後のかまどの灰は灰買人という専門業者が買い取り、家庭から出るこうしたごみやし尿などが近

隣の農村に持ち込まれ、肥料として活用されていたのです。その肥料を使って栽培された野菜などが

江戸で消費されるという地域循環が行われ、江戸のまちからみれば、そうして流通した練馬大根や小

松菜、滝野川ゴボウなどが特産品となり、農家の経済も潤しました。

また、道具類も使い捨てにすることがありませんでした。鍋や釜を修理したのは鋳掛屋、桶や樽を

修理したのは箍屋（たがや）と呼ばれる専門の職人がさまざま活躍していたからです。

現代のように大量のごみを焼却処分するには大きなエネルギーが必要ですが、再利用の徹底に
よってごみを減らすことができれば、その分エネルギーも削減することが可能です。
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○ 以下のようなＧＸ人材育成プログラムの提供を始めている民間事業者も存在しており、
同事業者は環境省の「脱炭素アドバイザー資格制度」の認定取得に向けて調整中

【参考】ＧＸ人材育成プログラム

※ 脱炭素アドバイザー資格制度：企業が自社の温室効果ガス排出量を計測し、それに基づく削減対策を進めるためには、企業や金融機関、商工団体、自治体等の人材が相
応の知識を持った上でアドバイザーとして機能する必要があるため、脱炭素アドバイザー資格制度の認定の枠組みを創設し、環境省が策
定するガイドラインに適合した資格制度を認定するもの（①シニアアドバイザー、②アドバンスト、③ベーシックの３段階）
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【参考】地方公務員の採用試験区分について

地方公務員の職員採用試験の実施方法に関する調査（令和２年度）
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